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育成は、根本的には OJT (on-the-job training : 職場内訓練)と Off-JT (off-the-
job training：研修)、それに自己啓発 (self development) の 3 つに大別され
る (寺澤・寺澤、2009)。このうち OJTと Off-JT は企業内の学習に含まれる。
そして自己啓発も仕事に用いる知識や技能を自分で学ぶことになる。他方で
生涯学習論では、教育はフォーマル教育 (formal learning)、ノンフォーマル
教育 (non-formal learning)、インフォーマル教育 (informal learning) の 3 つ
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3) もちろん企業内で学べることを生涯学習によって学ぶこともあれば、実践共同体を社
内に構築することも重要である。











では､「人々が生涯に行うあらゆる学習､ すなわち､ 学校教育､ 社会教育､












池田 (1985) は 3 つのモデルによって生涯学習の理論について説明してい








2 つめの「リカレント・モデル」は、OECD (1970) によって最初に提示











tern) を」提供するものである8)。池田 (1985) によると、リカレント・モ
デルは 2つに分類できる。 1つは種々の理由で義務教育終了後の教育を継続
できず、就労後に教育を受けようとする人々のケースであり (図 2 のＢ)、
もう 1つは就労後のある時期に教育と就労を並行する形で実施し、これを必
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12) 赤尾 (1998)、5258ページ。
13) 飯田 (2014)、1113ページ。
14) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、2526ページ。
15) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、19ページ。
16) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、49ページ。
学習につごうのよい時期とほとんどそれに適せぬ他の時期とがあるのではな























17) Lengrand (1975) はこの点について明確な答えはないとしているが、Erricsson (2009)
の取り扱う熟達論に通じるような、芸術的なスキルは人生の早期から取り組ませた方
がよいという意見も披露している。
18) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、4950ページ。
19) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、50ページ。
20) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、5659ページ。
21) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、63ページ。
ものなのだ」という言葉で表現している22)。
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22) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、65ページ。
23) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、69ページ。
24) Lengrand (1975：邦訳 [1979])、2735ページ。





その上で Hutchins (1979) は､「人間は本性として、生涯にわたり学習を
続けることができるはずである｣27) と明確に主張している。生涯学習の大前










合を志向する Hutchins (1979) の考え方が凝縮されているといえる。この考
え方は UNESCO (1972：通称『フォール (Faure) 報告書』)にも継承され､
「すべての人は生涯を通じて学習を続けることが可能でなければならない。
生涯教育という考え方は、学習社会の中心的思想である｣30)としている。
さらに UNESCO (1996：通称『ドロール (Delors) 報告書』)においては、
学習社会を支える 4 つの柱となる学びという形で表現している。 1 つめは



















































































近年の動向として飯田 (2014) はグローバル化と知識社会 (knowledge so-
ciety) 論の高まりも成人学習論に影響を与えていると指摘する。Drucker











































































































の役割をみようとする立場である55)。Havighurst (1953) や Levinson (1978)、
Erikson and Erikson (1997) らの発達課題論の影響を受けているとしており、
のちの学習課題における発達課題論の基盤になっているが、倉内 (1983) が


































に配慮する必要がある。 2 つめの発達課題は先述の Havighurst (1953) や

































































































































コンピテンシー (Rychen and Salganik, 2003)70) に対応する「自律的な活動」
｢ツールの活用」｢人間関係の形成」を、個人学習、ワークショップ、講義の
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69) 吉田 (2014)、101ページを参考に、筆者作成。







学習形態/目標 自律的な活動 ツールの活用 人間関係の形成
個人学習 ｂ 動機づけ ｃ メディア ｄ 対面支援
ワークショップ ｅ 学習環境 ｆ 経験・体験 ｇ 表現



































































ルについては Schuller, Baron and Field (2000) の､「社会的ネットワーク、
そこから生じる互酬性、相互の目標を達成するためのそれらの価値からなる
もの｣79) という定義を採用している。また知識の種類について、暗黙知・形
式知 (Nonaka and Takeuchi, 1996) の区別に加えて Field (2005) が注目して
いるのが Gibbons et al. (1994) の知識の分類である。彼らは知識にはモード






的で、学際的な性格を持つ80)。Field (2005) はモード 2 の知識を生み出す力
がソーシャル・キャピタルにあると主張しているのである。






78) Field (2005：邦訳)、 4ページ。
79) Schuller, Baron and Field (2000), p. 1.
80) Gibbons et al. (1994), pp. 116.





































































































































































































97）Cross (1998), p. 4.
98) Gabelnick et al. (1990), p. 19.
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99) Smith et al. (2004), p. 67.
100) Astin (1985), p. 161.
101) Laufgraben (2005： 邦訳)、177ページ。
スで提供するための環境を用意する、⑧学生の初年度の体験を検討する上で
の批評的な視点を提供する、の 8 つをあげている102)｡ Shapiro and Levine
(1999) のあげた特徴は実践共同体というよりむしろ大学のような、大規模
な組織が学生の学習を支援するというイメージでとらえているということが






















102) Shapiro and Levine (1999), p. 2.
103) Tosey (2006：邦訳)、270274ページ。
104) Tosey (2006：邦訳)、274ページ。
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105) Tosey (2006：邦訳)、277ページを参考に、筆者作成。
表 3 ピア・ラーニング・コミュニティの 6つの次元105)























































































ラーニング・コミュニティは Tosey (2006) が示す通り、生涯学習を促進
する舞台装置であると考えられる。実践共同体もその中に含められている。
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(1975) は生涯学習の理念として学習者主体をあげており、Gelpi (1979) の
学習者の自己決定的学習に対する志向、松下 (1986) の学習者の自律性への
志向、小池 (2014) の整理した学習課題の必要課題と要求課題の分類、斎藤
(1975) の教育方法の 6 つの原理など、さまざまな研究が学習者の自律性の
重要性を指摘し、その方法論について議論している。それは伝統的な教育手
法への反発であり (松下、1986)、吉田 (2014) の整理するように、生涯学
習を新しい教育手法として見直す上での根幹であるといえる。
実践共同体は Lave and Wenger (1991) によって、学校における学びと仕
事の現場における学びの対比から生み出された概念であり、自律的な現場で
の学びという点では生涯学習、および成人学習とも通底する立場である。そ
の自律性が学習を進展させるのであり (Wenger, McDermott and Snyder,
2002)、重視しなければならないポイントであるといえる。
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of identity)」となるのであり (Wenger, McDermott and Snyder, 2002)、同様
の考え方は地域におけるつながりを学習資源ととらえる生涯学習の立場
(Field, 2005) と同様である。
3 つめは社会性である。Hutchins (1979) の学習社会の考え方から、生涯
学習論は高い社会性、社会の中での学びという立場を鮮明に打ち出している。
土井 (1994) は必要課題として社会的課題､ 地域課題をあげているし、Jarvis
(1993) や小宮山 (2004) のように、生涯学習を民主主義の基盤と位置づけ
る立場もある。実践共同体は社会的存在としての企業を主要な拠り所にして
いるのであり、そうでない実践共同体も社会文化的に埋め込まれている存在
である (Lave and Wenger, 1991)。状況的認知研究は主体と状況との相互作
用の中で学習を考える立場であり (高木、1996)、その状況には当然社会環
境も含まれている。
4 つめはキャリア志向である。当初から Havighurst (1953) や Levinson
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110) Lengrand (1975：邦訳 [1976])、63ページ。












































(Lave and Wenger, 1991)、仕事や学習・イノベーション (Brown and Duguid,
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2 つめは学習目的に関連して、実践共同体の学習活動における所属組織と
の関係構築である。Freire (1994) や Gelpi (1979) の指摘するように、いか
なる教育も政治的に中立ではいられないのであろうが、実践共同体は企業や
組織との関係をいかに構築するかも、実践共同体の存続やそこにおける学習
において重要である (Wenger, McDermott and Snyder, 2002)。企業を越えた
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